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要 約 
 1995年兵庫県南部地震で被災した護岸近傍に位置する杭基礎建物を対象として、有効応
力解析により被災状況の再現を試み、被災メカニズムについて考察する。解析対象の建物
の杭基礎については、地震後、詳細な被災調査が実施されており、周辺地盤の液状化によ
る海側への地盤変形が被災の要因として考えられている。解析では 2 次元・3 次元のモデ
ル化の違いを検討するため、地盤-基礎杭-建物系に対して、2次元・3次元の有効応力解析
法を適用した。その結果、2 次元・3 次元解析とも実際の杭の変形モードを定量的に再現
することができた。また、杭頭部は建物慣性力により、埋立層内の杭は完全液状化に至る
前の地盤の水平変位により破壊に至った可能性があることがわかった。 
 
キーワード：液状化、変形、杭基礎、護岸、有効応力解析 
 
 

1. はじめに 
 
 1995年兵庫県南部地震では数多くの杭基礎構造の建物が被害を受けた 1)。特に広範囲で地盤の液状化
が発生した埋立地では、PHC 杭が破断するなどの大きな被害を受けている。兵庫県南部地震における
液状化による基礎杭の被害形態は次の 2つに分類できる。1つは、残留水平変位の影響が少ない水平地
盤の場合で、地震中の過大な地盤変位が被害の要因として考えられる 2)。もう 1つは、護岸近傍などの
場合で、地震動の影響に加えて、護岸の変形に伴う海側への大きな地盤の残留水平変位も被害の要因と
なる。また、兵庫県南部地震ではあまり見られなかったが、残留水平変位による杭の被災形態として、
わずかな勾配を有する傾斜地盤での液状化による地盤の流動変位が要因となる場合もある。 
 1995年兵庫県南部地震で被災した杭基礎に対して、1次元有効応力解析による地盤変位を用いた基礎
杭の応答変位法（例えば、伊勢本ら 3））、2次元有効応力解析による地盤－基礎杭の連成解析（例えば、
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仙頭・大岡 4））などにより、被災シミュレーションが実施され、被災原因の解明の一助となっている。
しかしながら、2 次元有効応力解析による地盤－基礎杭の連成解析では、杭のモデル化に課題が残され
ている。杭と側方地盤で有限要素節点を共有してしまえば、地盤が杭間をすり抜けることはできず、杭
は奥行き方向に一様な壁としてモデル化されてしまう。また、杭と地盤との間に非線形バネを考慮すれ
ば、上記の問題は緩和されるが、別途適切なバネ値の算定が必要となる。また、1 次元・2 次元の解析
では郡杭としての挙動を考慮することができない。以上のように杭の 2次元解析には課題が残されてい
るが、3 次元解析よりも計算コストを抑えることができることから、その適用性を検討する研究が従来
からなされている。例えば、石原・三浦 5)は水平地盤上の数種類の郡杭基礎を有する建物を対象とした
2 次元・3 次元全応力解析を実施し、3 次元解析結果を表現できるような 2 次元解析での地盤の奥行き
幅は杭配置によって異なることを示した。液状化を考慮した有効応力解析による研究として、福武ら 6)

は杭基礎を有する円形構造物を対象として 2 次元・3 次元有効応力解析を実施し、2 次元解析では群杭
の曲げモーメント分担率を適切に評価できないことを示した。また Funaharaら 7)は液状化地盤中の杭基
礎およびそれと等価な動的特性を持つ地中壁基礎の動的遠心模型実験を実施し、両者の動的応答の違い
はわずかであることを示した。以上の研究はいずれも水平地盤を対象としたものであるが、護岸近傍な
どのように液状化に伴う地盤の残留水平変位が発生する場合に 2次元解析の有効性を検証した事例は見
当たらない。 
 そこで、ここでは 2 次元および 3 次元有効応力解析法を用い、1995 年兵庫県南部地震で被災した護
岸近傍の杭基礎建物を対象として、地盤－基礎杭の動的連成解析を実施する。調査された基礎杭の被災
形態や地盤変位と両解析結果を比較することにより、両解析手法の適用性を検討するとともに、地盤と
基礎杭の変形過程を示し、被災メカニズムについて考察する。 
 
2. 被災建物の概要 8) 
 
 解析対象の被災建物（写真 1）は神戸市東灘区の臨海部に位置する昭和 56 年設計の杭基礎建物であ
り、液状化を考慮した基礎の設計はなされていない。図 1に示すように建物は南側の護岸から約 6mの
位置にある。図 1には地震後実施された航空写真測量 8)による地盤の水平変位ベクトルも示している。
海側への地盤変位は護岸付近で 1.5m となっているが、内陸になるほど小さくなっている。地震後、建
物北側のグラウンドで多数の噴砂がみられ、表層付近で液状化が発生したものと考えられる。 
 建物設計時に敷地内の 2点で実施されたボーリングから得られた柱状図および N値 8)を図 2に示す。
調査地点の No.1および No.2の位置は図 3中に示している。表層はマサ土主体の平均 N値 10前後の埋
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 写真 1 建物の被災状況 8) 図 1 建物配置図と変位ベクトル 8) 
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立層（Bs 層）であり、特に深度 5m 以浅は緩くなっている。その下には、比較的密な中砂層（As 層）、
柔らかい砂質シルト層（Ac 層）、締まった砂礫層（Dg層）が堆積している。なお、地下水位は深度約
2mである。 
 建物の基礎杭伏図 8)を図 3に示す。建物は RC造 3階建て 6×1スパンである。38本の杭はすべて PC
杭 A種であり、杭径は 400mmである。設計杭長は 2本継ぎで全長 20mである。杭 1本あたりで平均し
た長期設計用軸力は 412kNであり、1フーチングあたり 2～3本の杭が配置されている。 
 地震後、建物は図 4に示すように海側に約 3度傾き、建物背後に数 10cmの隙間が生じた 8)。護岸に
並行する方向の傾斜はわずかであった。また、上部構造については、いずれの構造部材でも損傷はみら
れなかった。図 3中の N-7および S-7における●印の杭について内視カメラおよび孔内傾斜計により杭
の被災状況が調査されている 8)。調査の結果は図 4 に示す通りであり、海側の S-7 では、杭頭、深度
4.5m付近、埋立層と As層との境界部の深度 9m付近の 3ヶ所で大きな水平クラックが見られ、くの字

 
0 10 203040 50

N-value
0 10 203040 50

N-value

0

5

10

15

20

25

D
e
p
th

 (
m

)

No.1 No.2

Sand

(As)

Sand

(As)

Fill

(Bs)

Fill

(Bs)

Gravelly

sand

(Dg)

Gravelly

sand

(Dg)

Sandy

silt

(Ac)

Sandy

silt

(Ac)

 

4225 3750 3750 3750 3750 3450

7
0
0
0

22675

No. 2 No. 1

S-6

N-6

S-7

N-7

N

Section for 2D analysis

(Unit :mm)
PC pile D=400

 

図2 建物敷地内における地盤柱状図（文献8に加筆） 図3 基礎杭伏図（文献8に加筆） 
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図 4 被害の概要（文献 8に加筆） 
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型に変形している。一方、陸側の N-7では杭頭部と埋立層と As層の境界部の 2ヶ所でのみ水平クラッ
クがみられるのみであった。このような海側陸側での杭の変形モードの違いは、海側と陸側での地盤変
位量の違いに起因している 4)、8)と考えられる。なお、孔内傾斜計による調査から得られた杭体の水平変
位および曲率については、後の解析結果とともに示す。 
 
3. 液状化解析手法 
 
 解析には Okaら 9)の砂の繰返し弾塑性モデルおよび Oka10)の粘土の繰返し弾粘塑性モデルを組み込ん
だ 2 次元および 3 次元有効応力解析コード LIQCAを用いた。場の方程式の定式化には、2 相混合体理
論に基づいた土骨格の変位と間隙水圧を未知数とする u-p formulation11)を用いており、力のつりあい式
と連続式が連成したものとなっている。場の方程式を以下に示す。 
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ここに、 ρ は混合体の密度、 s

iu は固相の変位ベクトル、 ijσ は全応力テンソル、 ib は物体力ベクトル、
kは透水係数、 wγ は間隙水の単位体積重量、 fρ は液相の密度、 s

iiε は固相の体積ひずみ、 pは過剰間
隙水圧（初期水圧からの増分）、 nは間隙率、 fK は間隙水の体積弾性係数である。土粒子とその骨格
を固相、間隙水を液相と表現している。式(1)、式(2)の場の方程式に対して、有限要素法（節点での固
相の変位）と有限差分法（要素重心での過剰間隙水圧）を適用し、空間離散化を行う。また、時間積分
には Newmarkのβ法を用いる。筆者らは、本解析手法を用いて 1995年兵庫県南部地震におけるポート
アイランドでの鉛直アレー記録や深江浜の内陸部で被災した杭基礎建物のシミュレーション 12)、13)を実
施しており、本解析手法が実測値を概ね再現できることを確認している。 

表-1 モデルパラメータ 

Name of soil profile Fill
(Bs_u)

Fill
(Bs_l)

Sand
(As)

Sandy silt
(Ac)

Gravelly sand
(Dg)

Density ρ (t/m3) 2.00 2.00 2.00 1.70 2.00
Initial void ratio e0 0.4 0.4 0.4 1.4 0.5
Coefficient of permeability k (m/s) 3.0 x 10-5 3.0 x 10-5 3.0 x 10-5 1.0 x 10-7 2.0 x 10-5

Compression index λ 0.010 0.010 0.010 0.331 -
Swelling index κ 0.001 0.001 0.001 0.043 -
Initial shear velocity Vs (m/s) 130 200 250 120 230-350
Initial shear modulus ratio G0/σ'm 1105 1483 1655 250 -
Failure stress ratio Mf 1.27 1.30 1.37 1.23 1.30-1.48
Phase transformation stress ratio Mm 0.91 0.91 0.91 1.03 -
Hardening parameter B0 2500 3500 4500 55 -
For sandy soils
Control parameter of anisotropy Cd 2000 2000 2000 - -
Reference strain parameter γp

r 0.002 0.002 0.010 - -
Reference strain parameter γe

r 0.005 0.020 0.100 - -
Dilatancy parameter D0 1.5 1.0 0.7 - -
Dilatancy parameter n 1.5 4.0 4.0 - -
For cohesive soils
Viscoplastic parameter m'0 - - - 14 -
Viscoplastic parameter C01 (1/s) - - - 5.5 x 10-6 -
Viscoplastic parameter C02 (1/s) - - - 7.8 x 10-7 -  
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4. 解析条件 
 
 地盤モデルは図 2の柱状図および同一建物を対象とした仙頭・大岡の 2次元有効応力解析 4)を参考に
作成した。図 2 において、Bs、As 層については、液状化が発生する可能性があることから砂の繰返し
弾塑性モデルを適用した。Ac 層については、動的強度特性を忠実に再現するため粘土の繰返し弾粘塑
性モデルを適用した。Dg 層については液状化が発生する可能性は低く、%オーダーのひずみは発生し
ないこと、動的変形試験結果との整合性がよいことを考慮して R-O モデルを適用した。なお、ここで
用いた R-Oモデルでは相対偏差応力の大きさ（ 1/ 2( )( )ij ij ij ijs x s x− − ： ijs は偏差応力テンソル、 ijx は応力
反転時の偏差応力テンソル）を用いて 3次元応力場を表現している。土のモデルパラメータは仙頭・大
岡 4)の有効応力解析およびポートアイランドの鉛直アレー記録の解析 12)を参考に設定した。Bs、As 層
については、仙頭・大岡 4)が設定した S波速度および液状化強度をモデルが再現できるようにモデルパ
ラメータを設定した。なお、Bs層は N値 10未満の Bs層上部（Bs_u層）と N値 10以上の Bs層下部
（Bs_l 層）に分割した。設定したモデルパラメータによる液状化強度（繰返し回数 15 回で両振幅せん
断ひずみ 5%）は Bs層上部で 0.14、Bs層下部で 0.22、As層で 0.39である。なお、地下水位以浅の Bs
層上部層についても、地下水以深と同じ構成則、同じパラメータを用いており、違いは間隙水が存在し
ないことだけである。したがって、液状化には至らないがダイレイタンシーによる体積変化が生じる。
また、地下水位以深の液状化層が海側へ変形した場合、地下水位以浅の層は水平方向に引っ張られ、有
効応力が減少することから、その剛性は低下することになる。Ac、Dg 層については、ポートアイラン
ドにおける Ac、Dg層のモデルパラメータ 12)をベースに仙頭・大岡 4)が設定した S波速度を満足するよ
うに設定した。各土層に対して設定したモデルパラメータ一覧を表-1 に示す。各パラメータの詳細に
ついては参考文献 9、10を参照されたい。 
 2次元有限要素モデルを図 5(a)に示す。2次元解析は図 3に示すように N-6～S-6の南北断面を対象と
している。なお、建物長手方向は東西方向とは正確には一致していないが、ここでは便宜的に建物長手
方向を東西方向（EW）、建物短辺方向を南北方向（NS）と呼ぶ。モデル奥行き方向については１スパ
ン（3.75m）を対象とした。海水については、残留変形に与える影響は小さいと仮定してモデル化して
いない。解析モデルの南北方向の幅については、モデル幅を変えた事前解析を実施し、護岸近傍の地盤
の残留水平変位分布が変化しなくなる範囲で、できるだけモデル幅を小さく設定した。また、モデルの
南北方向の両端には、質量の大きな幅広要素（要素両端の節点を等変位とし水平地盤挙動を模擬）を付
加し、側方地盤の半無限性を表現した。剛基盤入力を考慮し、モデル底面の節点は固定とした。また、
排水条件として、地下水位面および海底面を排水境界、その他の面を非排水境界とした。 
 3次元有限要素モデルを図 5(b)に示す。図 3に示すように建物は東西方向で対称ではないが、東西方
向の非対称性が計算結果に与える影響は小さいと考え、解析では建物の東側半分を対象とした。解析モ
デルの東西方向（X 方向）については、西側は建物東端から 3 スパンまで、東側は建物東端から 20m
までを解析領域とした。図 1より地盤の残留水平変位の方向が主に南北方向であることを考慮して、モ
デル東西方向の端部では東西方向の変位を固定した。その他の条件については 2次元解析と同様である。 
 地盤には 4 節点（2 次元解析）、8 節点（3 次元解析）アイソパラメトリック要素を用いた。基礎杭
については、トリリニア型のＭ-φ関係を有する非線形はり要素でモデル化した。Ｍ-φ関係の折れ曲が
り点には仙頭・大岡 4)の解析より常時荷重による軸力下でのひびわれモーメント（63.7kNm）および終
局モーメント（133.3kNm）を用い、ひび割れ後の曲げ剛性は初期剛性の 1/5、破壊後の曲げ剛性は初期
剛性の 1/100とした。なお、軸力変動によるＭ-φ関係の変化は考慮していない。図 3に示すように 1つ
のフーチングあたり 2～3 本の基礎杭が配置されているが、解析では各フーチングあたりの杭の断面積、
断面 2次モーメントを足し合わせ、１本の梁要素でモデル化した。杭と地盤との接合部は水平方向拘束、
鉛直方向自由とした。なお、杭のモデル化に関して、杭周辺の地盤挙動や杭に作用する地盤反力を厳密
に評価するには、有限要素上で杭の断面形状をそのままモデル化すること 14)や杭・地盤間のすべりな
どの不連続挙動をモデル化すること 15)が望ましい。ここでは、1)対象となる PC杭の杭径（0.4m）は杭
間隔（3.45-4.225m）と比較して小さいこと、2)杭の剛性が小さく地盤の変形に追従しやすいこと、3)液
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状化地盤が主な対象であるため杭周辺地盤の剛性低下量が大きく杭・地盤間の不連続挙動の影響は相対
的に小さくなることから、有限要素解析の杭のモデル化においては杭の断面積を考慮せず、梁要素によ
るモデル化を行った。 
 建物上部構造についてはフレーム構造とし、柱、梁および地中梁については弾性はり要素でモデル化
した。地中梁周辺のモデルを拡大したものを図 6 に示す。図に示すように、杭頭を除いたフーチング
（建物南北端の GL-0m および-1m の節点）と海側・陸側地盤との接合部は南北方向拘束、東西・鉛直
方向自由とした。ただし、3 次元解析において、建物東端のフーチングと地盤との接合部は東西方向拘
束、南北・鉛直方向自由とした。また、建物底面に位置する建物端部以外の地中梁と地盤との接合部は
全方向自由とし、地盤と建物部材との摩擦は無視した。護岸は RC造の逆 T型護岸であり、線形のはり
要素（2 次元解析）、平面シェル要素（3 次元解析）でモデル化した。護岸と背面地盤との接合部は水
平方向拘束、鉛直方向自由とした。 
 図 5の解析モデル下面を剛基盤とし、図 7に示す東神戸大橋の近傍で観測された GL-33mでの観測波
形の N348E 成分 16)を入力した。この方向は概ね護岸法線方向に対応している。過大な高周波応答を抑
制するため、初期剛性比例型の Rayleigh 減衰を導入し、その係数は 0.001（陸側の自由地盤モデルの初
期固有周期に対して約 1%）とした。計算時間は 25秒間、計算時間増分は 0.002秒とした。 
 
5. 解析結果 
 
 はじめに、2 次元・3 次元解析結果と地震後の実測値の比較を通じて、解析手法の検証を行うととも
に、解析次元の違いが結果に及ぼす影響について考察する。その後、3 次元解析結果をもとに、基礎杭
の被災過程について考察する。 
 
5.1 地震後の地盤変位の検証 
 護岸天端（2次元解析断面位置、図 3中の S-6の海側）での南北方向の応答加速度および水平・鉛直
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 図 8 護岸天端での加速度・変位応答 図 9 護岸背面の地表面水平変位分布 

変位の時刻暦を図 8に示す。また、2次元解析（図中の 2D）と 3次元解析結果（図中の 3D）を比較す
ると、最大加速度は 2次元解析、水平変位は 3次元解析の方がやや大きな応答を示しているが、その差
は小さい。 
 次に護岸背後の地表面水平変位量と護岸からの距離の関係について 3次元解析結果と航空写真測量結
果 8)を図 9 に示す。なお、解析結果は 25 秒後のモデル東端での値を示しており、マイナスは海側への
変位を示している。また、解析モデルの護岸からモデル右端までの長さは 50m であり、図 9 の横軸よ
りも短いが、モデル長さを今以上に陸側へ長くしても、図 9に示す解析結果の傾向は変わらないことを
確認している。解析による護岸天端の残留水平変位量は約 1.0m であり、航空写真測量による護岸の変
位量（1.5m 以上）よりやや小さい値となっているが、オーダー的には整合している。解析では護岸背
後 30m付近で海側への変位が終息している。一方、航空写真測量結果では護岸背後 60m でも 30cm程
度の水平変位がみられ、解析では護岸により近いところで変位が終息している。解析は護岸の水平変位
量を過小評価したことから、背後地盤での水平変位量も全体的に過小評価する結果となっている。しか
しながら、水平変位量が護岸から離れるにつれて減少する傾向に着目すると、測量結果でも水平変位が
50cm以下となる護岸背面からの距離は約 30mとなっており、解析は定性的には良好な予測結果を与え
ていると思われる。 
 
5.2 杭の被災形態の検証 
 25 秒後の過剰間隙水圧比（地震中発生した過剰間隙水圧を初期有効上載圧で除したもの）の分布お
よび変形図を図 10 に示す。3 次元解析では建物周辺地盤の代表的な東西および南北断面について、過
剰間隙水圧比分布を示している。埋立層（Bs_u、Bs_l 層）と比較的密な中砂層（As 層）では過剰間隙
水圧比が 1.0 近くに達している。しかしながら、変形に着目すると As 層でのせん断ひずみは埋立層の
それと比較すると、非常に小さいことがわかる。比較的液状化強度の高い As 層では過剰間隙水圧比は
1.0 に近い値となるが、地盤の剛性が著しく低下するという意味での液状化は発生していないと考えら
れる。よって、杭の変形には完全液状化に至る埋立層の変形が大きく影響し、基礎杭は埋立層最下部で
折れ曲がり海側へ変形している。また、海側の基礎杭は埋立層最下部だけでなく、埋立層内でもくの字
型に折れ曲がっており、図 4に示した海側陸側での地盤変位量の違いに起因した変形モードの違いが再
現されている。このような変形モードは 2次元解析でも 3次元解析でも同様にみられる。 
 図 3中の S-6および N-6での杭の地震後の南北方向の水平変位について、解析結果と時松ら 8)の調査
結果を図 11に示す。なお、調査は N-7および S-7の杭について行われているが、杭の変形は南北方向
が主であり、N-6および S-6でも同様な変形が発生していると考えられることから、N-6、S-6に対する
解析結果と比較する。ここで、いずれの解析結果も地盤変形がほぼ終息する 25 秒での結果を示してい
る。海側の S-6について、杭が埋立層内の深度 5mあたりでくの字型に折れ曲がっていること、杭先端



部
側
大
析
れ
 
査
層
曲
率

 
0.0 0.5 1.0

Excess pore water pressure ratio, u/σ'y0

As

Ac

Dg

Bs_u

Bs_l

 

 (a) 25秒後の過剰間隙水圧分布（2次元解析）  

 : After earthquake : Before earthquake

10 m0 5

As

Ac

Dg

Bs_u

Bs_l

 (c) 25秒後の過剰間隙水圧分布と変形図 

 (b) 25秒後の変形図（2次元解析） （3次元解析） 
 

図 10 過剰間隙水圧比分布と変形図 

 
 
 

-1.0 -0.5 0.0 0.5
-20

-15

-10

-5

0

-1.0 -0.5 0.0 0.5

8)

Bs_l

Ac

As

Bs_u

 3D at 25s
 2D at 25s
 Measured

Pile S-6

 

D
ep

th
 (m

)

Horizontal displacement relative to rigid base (m)

8)

 3D at 25s
 2D at 25s
 Measured

Pile N-6

 

 
-0.2 -0.1 0.0 0.1 0.2

-20

-15

-10

-5

0

-0.2 -0.1 0.0 0.1 0.2

8)

Bs_l

Bs_u

 3D at 25s
 2D at 25s
 Measured

Pile S-6

D
ep

th
 (m

)

Curvature (1/m)

8)

Ac

As

Curvature (1/m)

 3D at 25s
 2D at 25s
 Measured

Pile N-6

 

図11 杭の南北方向の水平変位 図12 杭の南北方向の曲率 
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に対する最大相対変位が約 80cm であることなど、解析結果は実測値とよく一致している。一方、陸
の N-6について、埋立層内の杭の折れ曲がりは見られず、埋立層最下部で折れ曲がっていること、最
相対変位が約 60cmであることなど、解析結果は実測値とよく一致している。2 次元解析と 3 次元解
を比較すると、海側、陸側のいずれの位置においても、3次元解析での杭の変形が 2次元解析でのそ
よりも若干大きくなっているが、変形モードについては両者の差はほとんどみられない。 
次に、図 3中の S-6および N-6での杭の地震後の南北方向の曲率について、解析結果と時松ら 8)の調
結果を図 12に示す。ここでも、解析結果は 25秒での結果を示している。海側の S-6について、埋立
内および埋立層最下部で大きな曲率が発生する点では解析結果と実測値は一致しているが、解析では
率の深度変化が実測値ほど局所的でなく、最大値を過大に評価している。これは非線形はり要素の曲
の評価位置を要素重心としたため、曲率の深度分布がメッシュサイズの影響を受けてしまったことに
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起因していると考えられる。地盤変位を精度よく予測し、杭の非線形性を考慮すれば、深度方向に比較
的滑らかな杭の水平変位分布を予測することができる。しかしながら、杭の傾斜の変化率である曲率は、
実際に破壊した位置で局所的に変化することから、ここで用いたメッシュサイズでは十分な精度で予測
できなかったものと考えられる。陸側の N-6について、埋立層最下部および杭頭で大きな曲率が発生し
ている点では、解析結果と実測値は一致しているが、海側の S-6と同様メッシュサイズの問題により最
大値の発生位置が両者でやや異なっている。2 次元解析と 3 次元解析を比較すると、図 11 の杭の水平
変位での傾向とは逆に、2次元解析での曲率が 3次元解析でのそれをやや上回っているが、深度分布に
ついては両者とも同様な傾向を示している。 
 
5.3 杭間地盤の護岸方向の変位 
 これまで示した護岸天端の応答や杭の水平変位量については、3次元解析の方が 2次元解析よりもや
や大きな値を示したが、両者の結果の違いがさほどみられなかった。そこで、ここでは 3次元解析にお
ける杭間地盤の護岸方向の水平変位に着目し、杭周辺地盤の 3次元挙動について考察する。海側の杭位
置（護岸からの距離 6.1m）での埋立層内の同一深度節点における地盤の水平変位分布を図 13に示す。
マイナスの変位は海側への変位を示しており、地盤変形がほぼ終息する 25 秒後の結果を示している。
深度については、埋立層上部内（GL-3.0m）、埋立層上部と下部の境界（GL-4.5m）、埋立層下部内
（GL-6.0m）の 3つを対象としている。また、横軸の 0が建物東端位置に対応している。杭間の地盤と
杭との相対変位（すり抜け変位）に着目すると、埋立層上部では地盤変位が杭の変位より大きく、また
深度が浅いほどすり抜け変位量が大きくなっている。逆に埋立層下部では杭の変位の方が地盤変位より
大きい杭もみられる。地盤の変位は深度が大きくなるにつれ小さくなるのに対し、杭の変位は図 11 に
示すようなくの字型の形態となることから、埋立層上部と下部では杭と地盤の相対変位の傾向が逆転し
たものと考えられる。一方、建物から離れた東側の地盤変位は深度に関わらずほぼ同様な値となってい
る。杭間地盤の変位と比較すると、埋立層上部内では杭間地盤の方が側方地盤よりもやや大きな変位を
示しているが、これは次に示すように陸側の杭位置における埋立層上部の杭間地盤の変位が杭の変位に
追従したことによる。 
 次に陸側の杭位置（護岸からの距離 13.6m）についても同様に埋立層内の同一深度節点における地盤
の水平変位分布を図 14 に示す。陸側では海側とは逆に埋立層上部では杭の変位が地盤変位より大きく、
埋立層下部内では地盤変位が杭の変位より大きくなっている。すり抜け変位量については埋立層上部で
もっとも大きく、海側での傾向と一致している。一方、建物から離れた東側の地盤変位は海側と同様に
深度に関わらずほぼ同様な値となっているが、埋立層上部では建物下の地盤変位より小さくなっている。
図 4に示したように建物背後では建物と地盤との間に数 10cmの隙間が発生している。これは建物の海
側への変位が地盤変位よりも大きかったことを示唆しており、図 14 に示す埋立層上部での傾向と整合
している。以上のように、埋立層上部において杭と地盤の相対変位の関係が海側陸側で逆転したのは、
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 図13 埋立地盤の水平変位分布（建物南端） 図14 埋立地盤の水平変位分布（建物北端） 
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杭頭の変位は地中梁のため海側と陸側でほぼ同じであるが、地盤変位は海側の方が陸側よりも大きいこ
とによる。 
 このように埋立層上部においては杭周辺で顕著な 3 次元的挙動がみられる。2次元解析において杭は
モデル奥行き方向に一様な壁と同じように扱われるため、杭は地盤変位の影響を直接受ける。このため、
上記のような地盤変位が作用する場において、2次元解析の結果は 3次元解析のそれとは異なるものに
なると予想されるが、ここまで示したように 2次元解析と 3次元解析では杭の変形量に大きな違いはみ
られない。この原因として、すり抜け量の大きい埋立層上部の液状化層の変形が杭の変形に対して支配
的ではない可能性が考えられ、これについては次節で述べる。 
 
5.4 杭の被災過程の考察 
 はじめに S-6と N-6の杭間の埋立層内の相対有効応力比（R.E.S.R.: 01 /m mσ σ′ ′− ）の時刻歴を図 15に示
す。ここに、 mσ ′ は平均有効応力、 0mσ ′ は初期平均有効応力である。埋立層上部では約 5 秒後、埋立層
下部では約 10 秒で完全液状化に至っている。図 8 に示した護岸天端の変位の時刻歴と比較すると、埋
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 図17 曲げモーメントと曲率の時刻歴 図18 曲げモーメントと曲率の時刻歴 
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立層が完全液状化に至る約 10 秒までに、約 60cm の水平変位（最終変位量の約 65%）が発生している
ことがわかる。2次元解析と 3次元解析を比較すると、2次元解析では相対有効応力比の変動が 3次元
解析でのそれよりやや大きくなっているが、完全液状化に至る時期など他の傾向はほぼ一致している。 
 図 3中の海側の S-7について、杭頭部（GL-2.5m）、埋立層内（GL-6.75m）および As層最上部（GL-
9.25m）での曲げモーメントと曲率の時刻歴をそれぞれ図 16、図 17および図 18に示す。図 16の杭頭
部では建物の慣性力の影響を強く受けるため、最大加速度が入力される 2.5 秒付近で曲げモーメントが
終局モーメント（133kNm）を超え、破壊に至り正負の曲率が発生している。その後、建物の揺れが継
続する 15 秒過ぎまで、比較的大きな曲げモーメントの振幅がみられるが、曲率は約 8 秒以降は大きく
増加することはない。一方、図 17 の埋立層内では杭頭部と様子が異なっている。建物の慣性力が大き
い 5秒までに、終局モーメントに達することはなく曲率も小さい。その後、埋立層下部が完全液状化に
至る過程の約 10 秒までの間に、杭は破壊に至り、大きな曲率が発生しているが、埋立層が完全に液状
化したあとは、曲率は大きく増加していない。また、図 18に示す As層最上部の杭の応答も図 17の埋
立層内の杭と同様な経時変化（ただし残留値の符号は逆）を示している。なお、陸側の N-7についても、
杭頭部（ただし残留値の符号は逆、後に図 20 で示す）と埋立層最下部の挙動の経時変化は S-7 と同様
である。したがって、埋立層内および埋立層最下部の杭は完全液状化した地盤の流動によって破壊に至
ったのではなく、埋立層下部が完全液状化に至る過程で発生した大きな地盤変位によって破壊に至った
と考えられる。 
 埋立層における液状化層の挙動はこれまで述べた通りであるが、次に地下水位以浅の非液状化層が杭
の変形に与えた影響について考察する。3 次元解析から得られた陸側自由地盤（2 次元解析断面位置、
図 3 中の N-6 の陸側のモデル端部）の地表面における南北方向の水平変位の時刻歴を図 19(a)に示す。
また、建物陸側の地中梁 1スパン（図 3中の N-6西側の 1スパン）に接している 3つの地盤要素（重心
位置は GL-0.5m）の南北方向土圧の時刻歴を図 19(b)に示す。図に示すように海側への水平変位（図
19(a)では負の方向）がピークに達する約 4秒、7秒などの時点にほぼ対応して、建物陸側の地中梁に作
用する土圧もピークを示すことがわかる。この傾向は 1スパン内の 3要素いずれも同様である。また、
土圧の最大値は約 4 秒で発生しており、この時刻は図 15 に示したように埋立層上部が完全液状化に至
る時刻とほぼ一致することから、液状化に伴う埋立層上部の変形によって大きな土圧が作用したものと
考えられる。図 17、18に示したように地中部の杭に大きな変形が発生するのは約 5秒～10秒であり、
約 5秒までは埋立層上部の変位に対して杭の変位が小さいため相対変位が発生し、大きな土圧が発生す
ることになる。その後、約 10秒までは杭が海側へ徐々に変形するため、図 19(a)のように地表面の変位
が大きくても、地中梁からの反力として発生する土圧は小さくなることになる。さらに、その後は図
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14 に示したように、建物陸側の杭の変位より背後地盤の変位が小さくなることから、土圧は静止土圧
より小さな値に収束している。したがって、この事例では埋立層が完全液状化に至った後の非液状化層
からの土圧は小さく、主に地震中に振動する建物と地盤の相対変位によって土圧が発生している。これ
らの土圧のピーク時は図 16 に示した海側の S-7 の杭頭部で負の曲率のピークが発生する時刻、および
図 20 に示す陸側の N-7 の杭頭部（GL-2.5m）で残留曲率が発生する時刻に対応しており、地下水位以
浅の非液状化層の土圧は杭頭部の破壊に寄与していると考えられる。 
 ここで、2次元解析と 3 次元解析の差について考察する。杭全体の変形量に影響する地中部の杭が大
きく変形するのは、図 17、18 に示したように埋立層上部が完全液状化に至った後から埋立層下部が完
全液状化に至る過程（約 5～10秒）である。このとき、埋立層上部の液状化層は剛性が既に低下してい
ることから、図 13、図 14に示したように地盤のすり抜け変位量が大きくなるが、剛性も低下している
ため、杭に作用する荷重は小さいものとなる。したがって、埋立層上部の液状化層からの荷重は杭全体
の変形に対して支配的ではないと考えられる。一方、埋立層下部については、図 13、図 14に示したよ
うに顕著なすり抜け変位はみられないことから、2 次元解析でも杭の変形量について妥当な予測結果が
得られたと考えられる。 
 
６．まとめ 
 
 1995 年兵庫県南部地震で被災した護岸近傍の杭基礎建物を対象として、2 次元・3 次元有効応力解析
法により地盤－基礎杭－建物系の連成解析を行った。その結果、以下の結論を得た。 
(1) 解析は基礎杭の変形モードを定量的に再現することができた。ただし、護岸の水平変位および背
後地盤の地表面の残留水平変位についてはやや過少に、杭の最大曲率についてはやや過大に評価した。 

(2) 杭頭部は最大加速度発生時の建物慣性力や建物陸側の非液状化層からの土圧により破壊に至った
可能性がある。一方、埋立層中央部および最下部での杭は、完全液状化した地盤の流動によって破壊
に至ったのではなく、埋立層下部が完全液状化に至る前の地盤の海側への水平変位により破壊に至っ
た可能性がある。 

(3) 奥行き 1スパンをモデル化した 2次元解析でも 3次元解析とほぼ同等の結果を得ることができた。
3 次元解析では埋立層上部の液状化層の杭周辺で地盤の顕著なすり抜けがみられるが、杭全体の変形
に対しては、すり抜け変位の小さい埋立層下部の変形が支配的であることが、2 次元解析でも妥当な
結果が得られた原因の 1つとして考えられる。 
 ここでは、3 次元解析を実施するため、解析条件を簡素化した点がある。例えば、建物半分のみを対
象とし、東西方向の入力も無視した。杭のＭ-φ関係についても軸力変動の影響を無視した。また、深
度方向のメッシュサイズも杭の曲率分布を表現するには十分ではなかった。杭の応答について、さらに
詳細な検討を行うにはこれらの点にも配慮する必要がある。 
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ABSTRACT 
The purpose of this study is to investigate the damage process of a group-pile foundation adjacent to a quay wall in a 
reclaimed ground during the 1995 Hyogo-ken Nanbu earthquake. A five stories building supported by the foundation 
tilted toward the sea due to the damage of the pile foundation. Sand boiling and large lateral flow of the liquefied 
ground occurred around the building. Two-dimensional and three-dimensional effective-stress analyses with the soil-
pile-building system were preformed. The ground was assumed to consist of a cyclic elasto-plastic model for sand 
and a cyclic elasto-viscoplastic model for clay. Both two-dimensional and three-dimensional analyses quantitatively 
reproduced the observed deformation of damaged piles. The numerical results showed that an inertia force of the 
building damaged the pile head, while a large horizontal deformation of the surrounding soil damaged the deeper 
parts of the pile before the ground liquefied completely. 
 
Key Words: liquefaction , lateral spreading, pile foundation, quay wall, effective stress analysis 


